
近年，呼吸器疾患の診断・治療に関するガイドラインが多く出版されてい

る．本号の特集では，斯界の著名な先生方に，各種呼吸器疾患におけるガイド

ラインの現状と課題について解説していただいた．

宮本顕二先生は，COPDの国際的なガイドラインであるGOLDの2006年

の改定において，COPDは「予防可能で治療可能な疾患」であり，「様々な並存

疾患を伴う全身疾患」であるとの定義を評価されている．来年，日本のガイドラ

インも改訂版が出されるが，最新のデータの収載が期待されるとしておられる．

石原享介先生は，日本における最新の喘息ガイドラインである JGL2006で

は，長期管理を意識した点，吸入ステロイドがより高い位置づけになった点，

吸入ステロイドの併用薬としてLABAの有効性が強調された点などを挙げて

おられる．ただ，GINA2006では最小用量によって良好なコントロールを維

持することが強調されており，日本でも参考にすべきであるとされている．

渡辺憲太朗先生は，2004年に作成された間質性肺炎のガイドラインでは，

診断と治療においてATSやERSのガイドラインと密な整合性を図っている

ものの，IIPsに関しては，他領域と比べて治療方針をエビデンスレベルを併

記して呈示できるほど大規模試験の結果を集積できていないことを問題点とし

て挙げておられる．これは間質性肺炎の治療の困難さを反映しているものであ

り，治療戦略の今後の発展が待たれる．

藤田佳嗣先生らは，2005年版の肺癌診療ガイドラインにおいて，高齢者非

小細胞性肺癌においては，標準治療はビノレルビンまたはゲムシタビンの単剤

投与とされているが，ゲフィニチブなどの分子標的薬使用の考慮も必要である

とされている．

石田直先生は，日本における市中肺炎ガイドラインは，ATSガイドライン

と異なり，すべての治療をエンピリックセラピーで行うのではなく，可及的原

因微生物の検索を行うこと，エンピリックセラピーを行う場合には細菌性肺炎

と非定型肺炎を区別して治療を行うことが特徴であるとされている．今後，前

向き検討を継続して妥当性を検証する必要があるとされている．

橋本悟先生らは，日本呼吸器学会が2005年に発刊した「ALI/ARDS診療

のためのガイドライン」は重要論文の客観的ランク付けによるエビデンスに基

づいていること，診断においてはHRCTによる画像診断を重視していること

などが特徴であるとされている．しかし，治療に関してはまだ評価の確定して

いないものが多く，今後の課題であるとされている．

ガイドラインは診断・治療の標準を示すことで，医療の均填化を促進すると

いう重要な意義を持つ．ただ，特に若い医師の方々には，ガイドラインを参考

にしながらも，それにとどまることなく，さらに新たな医療の開発に邁進され

ることを期待したい． (三嶋理晃)
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